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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 


















筆者はそのために、2000 名規模の保護者アンケート調査を 2 回（福島県いわき市の市立幼稚









第３章では、震災前後の遊び環境について、2012 年および 2015 年に福島県いわき市の私立幼
稚園と保育所に子どもを通わせている保護者約 2,000 名に対して行ったアンケート調査結果を
分析し、放射線の影響による遊び環境の制限（外遊び時間の大幅な減少、遊び場所・内容・相手
の変化）や、子どもの安全に配慮する家庭ほど子どもの遊びの選択肢を狭めるというジレンマに
陥っていること、遊び環境の制限による子育て家庭への生活の影響（心身の調子や子育て負担へ
の影響等）を明らかにしている。その上で、放射線を避けたうえで、もともと子どもが遊んでい
た自然とのふれあいを実現すること、遊びと生活の両面から子育てへの負担を軽減すること、子
育て家庭の意見を行政の政策に反映することなどの必要性を指摘している。 
第４章では、原発事故後の遊び環境の回復に関する国・福島県・各市町村別の取り組みについ
て概観し、３章で明らかになった子育て家庭の抱える問題やニーズへの対応の状況および子育て
家庭の考えや意見の反映の度合いについて考察した結果、屋外遊び環境の回復、屋内遊び場の整
備、保養の提供について不十分であること、自治体の約７割は幼児の遊びの実態や遊び環境への
ニーズを把握していないことが明らかとなっている。これらのことから、今回のような深刻・甚
大な被災への対応には、行政のみならず地域の多様な主体や子育て家庭自身の取り組みが必要で
あることを確認している。 
第５章では、遊び環境の回復に関する地域の非営利組織・行政（公設民営）・企業による屋内
遊び場運営の取り組みの現状について、運営主体によってはこれまでに子育て家庭の支援に関わ
った経験を活かした独自の工夫（子育て家庭のニーズ把握やエンパワメント）もみられ、屋内遊
び場が子育て家庭の生活支援の場としての役割を担う可能性が示唆されたが、全体としてニーズ
把握が不十分であること、運営主体間の協働が進んでいないことについて述べている。 
第６章では、３章の保護者を対象としたアンケート調査の結果について、屋内遊び場の利用や
保養の参加がもたらす生活の変化(主として、生活意識および時間、知識・情報など)、つまり、
生活の外部的条件による生活の内部的条件の変化を把握し、その段階を生活資源コントロール論
により分析している。さらに、生活主体のあり様（自己実現性、共感性、参加性、当事者性）に
応じたより良い遊び環境の獲得（屋内遊び場の利用や保養の参加）、つまり、生活の内部的条件
による生活の外部的条件の変化を把握し、その際のエンパワメントの度合いをエンパワメント論
により分析している。その結果、生活の外部的条件の獲得により子育て家庭の生活資源コントロ
ールの可能性が高まること、積極的な内部的条件を身につけることにより外部的条件の活用可能
性が高まることを明らかにしている。 
終章では、本研究で得られた知見をまとめ、「福島原発事故下での幼児の遊び環境回復に向け
た社会的支援モデル」、すなわち、子育て家庭のニーズに基づく遊び環境整備を実現し、地域の
非営利組織・行政（公設民営）・企業の協働が可能となる構造を備えたモデルの必要性を提起し
ている。その際に、社会的環境からの働きかけによる子育て家庭のエンパワメント、子育て家庭
が主体となり社会的資源を生活に取り入れることにより生活を望ましい方向へ導く生活資源コ
ントロールなど、子育て家庭の主体的な力を引き出すプロセスを組み込むことが必要となると提
言している。 
以上のように筆者の研究は、第１に、放射線による遊び環境の制限を時間・場所・内容・相手
を含め総合的に把握し、第２に、外部的条件（遊び環境）が突然奪われた際の内部的条件（生活
意識）への影響、および内部的条件（生活意識）のあり様が外部的条件（遊び環境）の獲得に与
える影響の両側面を明らかにし、第３に、家庭と社会を結ぶ統合的な視点から、子育て家庭のも
つ力を引き出し活かせるような社会的な支援のあり方を考察したところに独自性がみられる。こ
のことから、筆者の研究は、福島における子育て家庭の支援モデルの構築にとどまらず、今日の
生活が抱える問題の解決にも役立つことが期待できる。 
審査委員会としては、重要な研究課題である、研究目的が明確である、研究方法が妥当である、
分析および考察が十分なされている、独創性が認められることから、本論文は高く評価でき、博
士（学術）授与に十分値すると全員一致で判断した。 
 
 
